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EU雇用戦略の加盟国における展開－イギリスのニューディール政策 
労働政策研究・研修機構 勇上和史 

1 背景と理念 

○保守党政権後の課題 

貧富の差の拡大と固定化、若年失業率の高止まり、長期失業者の増大、福祉給付依存

者の増大（1996年時点で労働力人口の約 7%） 

○ブレア政権の「第 3の道」 

福祉国家による積極的な市場介入を重視する左派・労働党の「第１の道」とも、小さ

な政府を目指して市場介入を控える「第 2の道」（サッチャリズム）とも一線を画し、
市場の活力を積極的に活用する一方、政府は条件整備を行って機会の平等を保障する

（条件整備型政府）。 

○社会労働政策の柱 

①機会の平等の確保 
 教育制度改革、高等職業教育への投資と進学率向上など 
②福祉から就労へ（Welfare to Work） 
 失業者のみならず、一人親、障害者といった福祉給付依存者に対する教育を通じた 
就労促進策（ニューディール）の推進。税制改革（メイキング・ワーク・ペイ）。 
③社会的排除の阻止 
 就職困難層や貧困地域への対策の充実（→就労を通じた社会的統合） 

 
2 ニューディールの具体例 

○相次ぐプログラムの実施 

若年者のためのニューディール（1998.1～）以後、(25歳以上の)長期失業者、一人親、
障害者、失業者の配偶者、中高年のためのニューディールがそれぞれ実施。その他、

職業安定所と福祉手当給付事務所の統合（ジョブセンタープラスの創設）なども。 

 
○若年者のためのニューディール (New Deal for the Young People: NDYP)  

求職者給付の受給期間が 6ヶ月以上に達する 18～24歳の若年失業者の参加を義務付け。 
第 1段階 (Gateway)では、カウンセリングを中心とした求職活動支援。4ヶ月 
第 2段階 (Option)では、助成付き雇用や NPOでの雇用など。6～12ヶ月 
第 3段階 (Follow Through)では、Gatewayに類似した求職活動支援。最大 6ヶ月 
なお、第 3段階を終えても就職できない場合は、再び第 2段階へ移行。 
プログラムに不参加・ドロップアウトの場合は、求職者手当の受給資格を喪失 
※プログラムを通じて、ジョブセンター（公共職業安定所）の個別相談員が重要な役割を

担っており、きめ細かなカウンセリングとサポートを行っている。 
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図 NDYPの流れ 

求職者手当 第１段階：Gateway 第２段階：New Deal Option 第３段階：Follow Through
（6ヶ月） （最大4ヶ月） （6ヶ月～12ヶ月） （最大6ヶ月）

個別相談員による集中的
な求職活動支援

①助成金付きの雇用：事業主の下で最低
週1回の訓練。6ヶ月

Gatewayに類する求職活動支
援

②非営利組織での雇用：介護、慈善活
動、行政プロジェクトに関わる芸術・メディ
ア活動など。６ヶ月

就　職
③環境保全事業への参加：②に類似。土
地改良、省エネ、節水、家屋修繕、リサイ
クル活動など。6ヶ月

④フルタイムの教育・訓練への参加：読み
書きを含む基礎的な訓練。12ヶ月

Source: Blundell et al. (2001) Figure1、Speckesser (2002) Figure1 および Van Reenen (2003) を参考に作成  

 
3 政策評価 

○肯定的な評価 

開始から１年ほどで、プログラム参加者は順調に減少（表参照）。 
また、ゲートウェイへの参加前後の就職率の変化について、プログラム参加者（実験群）

と個人属性が類似した非参加者（比較群）の差を計測した結果によれば、ゲートウェイ参

加者の就職率の伸びが有意に高い（正の就職効果）。ただし、その効果はプログラム導入直

後の時期が最も高く、以後は低下傾向にある。 

 

表 四半期ごとの NDYP参加者数 (ストック) 
(%) 

四半期 合 計 Gateway Options  (内訳: 計 100%) Follow 

     計 EMP FTET VS ETF Through 

1999-1 137,635 (100) 54.2 35.4 (22.1) (47.5) (16.1) (14.3) 10.4 

1999-2 139,893 (100) 51.4 34.2 (24.3) (43.8) (16.7) (15.2) 14.5 

1999-3 136,160 (100) 48.1 33.8 (25.3) (42.1) (16.6) (15.9) 18.1 

1999-4 126,403 (100) 48.2 33.9 (25.4) (41.5) (16.7) (16.4) 17.9 

2000-1 127,906 (100) 49.8 34.4 (24.2) (40.5) (18.1) (17.1) 15.8 

2000-2 116,728 (100) 51.3 31.8 (17.0) (42.2) (21.6) (19.1) 16.9 

2000-3 105,450 (100) 48.1 32.8 (16.6) (43.3) (21.1) (18.9) 19.1 

2000-4 99,203 (100) 50.4 30.5 (14.8) (43.8) (21.3) (20.2) 19.1 

2001-1 97,962 (100) 53.0 28.9 (15.1) (43.1) (22.0) (19.7) 18.0 

注: EMP:助成付き雇用、FTET:フルタイムの教育・訓練、VS:非営利組織での雇用、ETF: 環境保

全活動 

出所: Speckesser (2002)、p17、Table2.4をもとに作成 
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○NDYPへの否定的評価 

①当初の就職率上昇は、本来、ほとんど支援を必要としない層が早めに就職したに過ぎな

い可能性がある（デッドウェイトロスと呼ばれる）。 
②助成付き雇用が、ニューディール参加者ではない求職者の仕事を（潜在的にでも）奪っ

ている可能性がある（置き換え効果と呼ばれる）。 
③地域によっては、行き先不明のままプログラムから離脱する者も多い。 
④最も支援を必要とする層ほど雇用の継続が難しく、単に仕事とプログラムの間を往復す

るだけに終わる可能性がある。 
※第４の論点は、就労を通じた社会的統合(social inclusion)を目指すニューディール政策
にとって本質的な問題。 
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